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就業構造基本調査の答申案の概要 

項 目 変 更 内 容 等 部 会 審 議 

１ 計画の変更等 

（１）調査事項 

①学校区分の選択肢の分割 
（「短大・高専」を「短大」と「高専」に分割） 

・適当と判断

②現在の雇用形態に就いている理由の

新設 
（不本意非正規労働者の実態を把握） 

・適当と判断

◆収入を一定の金額以下に抑えるための就業時間又

は就業日数を調整している者の実態を把握する調

査事項を新設する必要を指摘〔答申案：2頁〕

③前職の雇用契約期間の定めの有無・

１回当たりの雇用契約期間の新設 
（雇用形態間の異動の実態を把握） 

・適当と判断

④育児・介護の実施頻度の追加等 
（育児及び介護について、その実施頻度（「月に
３日以内」、「週に１日」、「週に２日」、「週に３
日」、「週に４～５日」又は「週に６日以上」の
６区分）を選択。また、これまでの「育児」の
表記を「子の育児」に変更） 

・おおむね適当と判断 

◆育児の頻度については、家事・育児時間により把握

し、未就学児はいるが、ふだん育児を行っていない

者が、紛れなく「子の育児をしていない」に回答す

るよう、報告者の分かりやすさを考慮して調査票を

設計する必要があることを指摘〔答申案：4頁〕 

⑤育児休業・介護休業等の制度の利用

状況に係る選択肢の追加 
（選択肢に「残業の免除・制限」を追加） 

・おおむね適当と判断 

◆選択肢の「その他」について、上司の裁量や配慮に

よる残業の免除等は含まれないことを記入要領に

明記することを指摘〔答申案：6頁〕 

⑥東日本大震災の仕事への影響に関す

る調査事項の削除 

・適当と判断

（２）報告者 ○調査地区数の変更 ・適当と判断

（３）調査方法 ○オンライン調査対象の拡大等 ・適当と判断 

（４）集計事項 ○調査事項の変更等に伴う集計事項の

変更 

・おおむね適当と判断

◆以下の2点を指摘〔答申案：8頁〕 

・育児の頻度：夫及び妻の教育の状況別の表章 

・育児休業等制度の利用状況：末子年齢別の表章

（参考）「統計調査におけ

る労働者の区分等に

関するガイドライ

ン」との対応関係 

・ガイドラインにおける取組と本調査の調査事項の関

係を確認

２ 前回答申における今

後の課題への対応状況 
※統計委員会答申 
（平成24年１月） 

①「１回当たりの雇用契約期間」に係

る選択肢の細分化 
（これまで「１か月以上６か月以下」としていた
ものを、「１か月以上３か月以下」と「３か月
超６か月以下」に、また、「その他」としてい
たものを「５年超」と「期間がわからない」に
分割） 

・適当と判断

②「現職への就業理由」の把握の検討 ・適当と判断

≪今後の課題≫〔答申案：11頁〕 

（１） 就業構造の実態を把握する上で育児・介護の重要性が高まっており、今回の平成29年調査でも、関連する調査事

項につき見直しを行った。次回調査（平成34年調査）へ向けても引き続き、就業に与える育児・介護の影響につき、

より的確に把握するための検討を行うこと。

（２） 今回調査においては、オンライン調査の対象を調査対象とする全世帯に拡大するとともに、パソコンだけでなく

スマートフォンやタブレット端末からの回答にも対応するオンライン調査システムを構築する計画としている。次

回調査に向けて、報告者の利便性の向上を図り、オンライン調査の更なる利用を促進する観点から、今回調査の結

果につき、検証を行う必要がある。

 ：部会報告済みの事項
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